



















Discussion of Revision of the Employee Invention System 
in 2015, and Consideration of Invention by Corporate 




















































































































































































































































































































































（ 1 ）　特許法等の一部を改正する法律（平成27年 7 月10日法律第55号）。
（ 2 ）　特許法第35条第 6 項に基づく発明を奨励するための相当の金銭その他の経
済上の利益について定める場合に考慮すべき使用者等と従業者等との間で行わ
れる協議の状況等に関する指針（平成28年 4 月22日経済産業省告示第131号）。




（ 5 ）　山本敬三「職務発明制度の現在─判例法の展開と法改正─　第 4 章　対価
規制と契約法理の現在」『職務発明』（有斐閣、田村善之・山本敬三編　2005
年）122頁。
（ 6 ）　紋谷暢男『特許法50講』（有斐閣双書第 4 版、1997年）43頁。
（ 7 ）　「職務発明の法人帰属化に向けた声明」（日本経済団体連合会2014年 2 月18
日）。
（ 8 ）　「知的財産に関する基本指針」（閣議決定　平成25年 6 月 7 日）。

















2012年 3 月 1 日）18頁。
（16）　島貫智行「人事管理における非正規社員の公正性」（「ジュリスト1441号」














る法律（平成10年 5 月 6 日法律第52号）。
